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Ⅰ 題目 
 
日本仏教福祉論の展開 
 
Ⅱ 研究背景 
 
日本における「仏教と福祉」に関する研究は、明治維新による社会体制の変化や廃仏毀
釈、欧米からの近代社会事業の思想や方法の導入、キリスト教徒による社会活動からの影
響、産業革命による社会問題の多発などに刺激され、近代社会事業の設立期と時期を同じ
にして発展した。その後、第二次世界大戦末期および戦後の空白期をへて、仏教福祉研究
は昭和 41 年（1966）に設立した「日本仏教社会福祉学会」によって再び活発となる。そ
してさまざまな議論をへて、平成 18 年（2006）に『仏教社会福祉辞典』が刊行された。
それは多くの研究の積み重ねをつうじて、産みだされたものである。 
しかし、それは仏教福祉という概念が明確に規定されたということではない。同時に『仏
教社会福祉辞典』の「仏教社会福祉」の定義にも問題点がある。とくにそれは宗教行為で
あるべき仏教者の実践を把握しきれないという面で、たとえば第 6章で述べるように、他
のボランティアと仏教者の実践の違いがみいだせないとの指摘もその一例である。この指
摘がどのようなものであったのか、なぜそれによって問題が生じるのか、そこからどう変
わるべきなのか、こういった点からも仏教福祉を宗教行為として捉え直す必要がある。し
たがって、筆者は、これまでの仏教福祉思想を丹念に追っていくことによって、仏教者が
宗教行為である社会的な実践にあえて福祉の必要性を主張した意図が何であったのかを究
明することが重要であると考える。 
本論文の目的は、仏教福祉とは何かを明らかにすることである。そして、本論文の主旨
は、仏教者が宗教行為である社会的な実践に、あえて福祉の必要性を主張した意図が何で
あったのかである。 
 
Ⅲ 研究目的・方法 
 
本論文においては、仏教者が宗教行為である社会的な実践に、あえて福祉の必要性を主
張した意図が何であったのかを検討するために、仏教福祉に関する研究論文・各実践団体
の刊行物・仏教系新聞の記事などを収集し、思想史研究を中心に、五つの時期に分け分析
した。 
第 1期は近代国家設立期における慈恵・慈善事業、感化救済事業の時期である。この時
期にはいくつもの慈善会が生まれていて、中央慈善協会もつくられるが、各仏教宗派でも
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慈善事業が展開された。明治 9年（1876）に福田会（超宗派、東京）、明治 23年（1990）
に大日本仏教慈善会財団（本願寺派、京都）、明治 34年（1911）に大谷派慈善協会（大谷
派、京都）、浄土宗労働共済会（浄土宗、東京）が創設された。また、内務省第 1 回感化
救済事業講習会の出席者によって仏教同志会（1909）が設立され、政府の宗教者へよせる
期待が高い時期であった。そのなかで、仏教者の社会的実践にかかわる研究も行われ始め
た。したがって、この第 1期が仏教福祉研究の誕生期ということになる。また、革新的な
仏教運動を行った新仏教徒同志会も仏教者の社会的実践を無視できずに宗教者の社会事業
をめぐってさまざまな議論を交わしている（第 1章）。 
第 2期は大正・昭和戦前期における近代社会事業の成立までである。社会事業の一般的
高揚に比例し、教団の組織的対応と寺院社会事業が発展した。特に、浄土宗労働共済会を
設立した渡辺海旭の思想と実践が重要である。それに比例し仏教福祉研究もめざましく、
中央組織である仏教徒社会事業研究会（1912）が組織された。この研究会において公式に
日本で初めて「社会事業」という語が使われたといわれている。さらには、宗教大学に日
本で最初の社会事業教育研究機関として社会事業研究室が開設された。 
戦前期の研究は、仏教徒社会事業研究会編『仏教徒社会事業大観』（1920）、橋川正『日
本仏教と社会事業』（1925）、辻善之助編『慈善救済史料』（1932）、浅野研真『日本仏教社
会事業史』（1934）、谷山恵林編『日本社会事業大年表』（1936）など多くの研究書がある
（第 2章・第 3章）。 
第 3期は第二次世界大戦の時期である。ここでは戦前に設立された二つの大学の創設者
について述べる。国士舘大学の柴田徳次郎とマハヤナ学園の長谷川良信である。二人とも
渡辺海旭に教えを受け、その後の社会事業に影響を与えたと考えられる。長谷川について
はいうまでもなく現在の淑徳大学の創設者であり、大学内に長谷川仏教文化研究所を布置
し、仏教福祉研究の現在を担う。柴田は国士舘の創設を協議する有志として、渡辺、徳富
蘇峰、頭山満らとともに撮影した写真が残っているが、渡辺海旭研究によればどのような
経緯で写されたのかは不明である。両者に共通するのは、道徳のよりどころとしての役割
を仏教に求めたところにある（第 4章）。 
第 4期は戦後日本における社会福祉の出発と展開までである。日本仏教社会福祉学会が
設立された昭和 30 年代は、新宗教（特に、創価学会や立正佼成会など）の社会事業活動
が盛んであった。この頃ふたたび仏教福祉研究が活発化し、仏教福祉の成立時期や仏教か
社会福祉かをめぐる理論の対立が起こった。ここではさまざまな議論を通して、仏教福祉
が、社会福祉の一分野としての仏教社会福祉へとまとめられていくまでを述べた。そして、
こういう流れを決定づけた日本仏教社会福祉学会編『仏教社会福祉辞典』の刊行について
述べた。 
戦後の研究では、孝橋正一『社会科学と現代仏教―仏教の社会化をめざして』（1968）、
守屋茂『仏教社会事業の研究』（1971）、森永松信『社会福祉と仏教』（1975）、道端良秀「中
国仏教と社会福祉事業」『中国仏教史全集』第 11 巻（1985）、吉田久一・長谷川匡俊『日
本仏教福祉思想史』（2001）、吉田『社会福祉と日本の宗教思想―仏教・儒教・キリスト教
の福祉思想』（2003）、中垣昌美『仏教社会福祉論考』（1998）などの成果が挙げられる（第
5章）。 
第 5期は現代の仏教教団についてである。ここでは真宗大谷派が取り組んできた仏教と
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ハンセン病問題について述べた。ハンセン（癩・らい）病は、古来より信仰にもとづいた
救済対象であったが、僧侶によって病気は悪業による結果であるという教えが説かれてき
た。しかし、らい予防法廃止以後（1996）は、そのような教えは差別的であるとされた。
そのため、僧侶は自らの教えを問いなおす必要に迫られたのである。次に、東日本大震災
において各仏教宗派が行った救援活動について述べた。阪神淡路大震災において、他のボ
ランティアと宗教者の実践の違いがみいだせないとの指摘を受けた。東日本大震災の救援
活動においても、宗教行為は受け入れられないとの報告がされる一方で、宗教者だからで
きることへの模索が行われている（第 6章）。 
終章では、仏教福祉研究の今後の課題について述べた。仏教福祉研究は、いまだに多く
の課題を残している。例えば、その始まりをいつに求めるのか、仏教福祉の学問領域はど
こか（現在では、学際的協力の動きが強くなりつつあるが）、その固有性や独自性とは何か
などである。 
 
Ⅳ 今後の課題 
 
以上のように筆者は、仏教福祉とは何かを明らかにするために、そして、仏教者が宗教
行為である社会的な実践にあえて福祉の必要性を主張した意図が何であったのかを検討す
るために、仏教福祉に関する研究論文・各実践団体の刊行物・仏教系新聞の記事などを収
集し、実践思想史的な観点から仏教福祉の歴史を五つの時期に分け分析した。本論文では、
終章において、仏教福祉研究の今後の課題を、以下のよう提示した。 
課題Ⅰは、資料の制約についてである。仏教福祉についてその「実践」を焦点化した場
合に資料がなかなかそろわないのが現状である。特に課題となるのが、特出したカリスマ
だけではなく、仏教福祉史を考えるうえで重要であると考えられる地域レベル個人レベル
で行われる実践をどのように探るかである。さらには、資料が現存していても仏教と社会
事業の関係がみえにくい場合も多い。また、各施設の資料保存の問題もある。 
・歴史的資料の消失（資料保存の問題） 
・特出したカリスマではなく、名も無き人から作り出される歴史をどのように探るか 
課題Ⅱは、明治から現在までの仏教福祉史年表の作成（1）についてである。これまで
の研究業績を活用させていただき、さらに①明治・大正・昭和初期（戦前）における仏教
福祉に関する実践および研究論文と、②各宗門機関紙から仏教福祉関係の記事を付け加え
ることを考えている。これまで空白の期間であった戦前と戦後の歴史的なつながりをもた
せるためである。また、2000年代以降の実践も年表に足していかなければいけない。 
以下が、現在考えている年表製作のための参考図書と宗門雑誌等である。従来偏りがち
であったが、福祉実践の数の上で多数をしめる真宗・浄土系の事業のほかに、日蓮宗・曹
洞宗等の活動にも注目が必要である。 
・明治・大正・昭和初期（戦前）の仏教福祉史（論文／事績）の編纂 
・2000年代以降の福祉実践の年表化 
・年表製作のための参考図書（検討中） 
仏教徒社会事業研究会編『仏教徒社会事業大観』（1920） 
辻善之助『慈善救済史料』（1932） 
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浅野研真『日本仏教社会事業史』（1934） 
谷山恵林『日本社会事業大年表』（1936） 
『日本社会事業史』（1950） 
土屋詮教『明治仏教史』（1939） 
『大正仏教史』（1940） 
木村武夫『日本近代社会事業史』（1964） 
吉田久一『改訂増補版・日本近代仏教社会史研究』上・下（1991） 
宮城洋一郎『日本仏教救済事業史研究』（1993） 
長谷川匡俊『近代浄土宗の社会事業：人とその実践』（1994） 
・年表製作のための参考雑誌（検討中） 
『救済』 
『慈善』 
『浄土教報』 
『労働共済』 
『新仏教』 
『大民』 
『六大新報』などの宗門機関紙 
課題Ⅲは、方法論やスタンスについての問題である。仏教福祉研究は、仏教学と社会福
祉学両方向からの考察が必要である。さらには、思想的な研究方面のみを強化しても、も
ともとその場のニーズによって実践するという性質を持つだけに、現場の僧侶やスタッフ
との連携がなければ現実的な仏教福祉の実現は難しくなる。現在では伝統的な三領域（人
文科学・社会科学・自然科学）における研究方法への学際化の動きも進められており、イ
ギリスにおける宗教教育研究においても、神学、宗教学、民俗学、教育学、現場の教師等
異なる分野の専門家がチームとなって研究が行われている例もある（2）。 
また、以上のような学際的な研究を行うためには、筆者はまったくの門外漢であるが、
ナラティヴ・アプローチ（対話的構築主義アプローチ、桜井厚）による、何が仏教福祉か
と考えるよりも、実践者にとって何を仏教福祉かと考えるのかに焦点をあてた、より広い
仏教福祉理解が求められてきているのではないだろうか。 
・宗教学におけるアクション・リサーチアプローチの応用の高まり 
・ナラティヴ・アプローチ（対話的構築主義アプローチ、桜井厚）による、より広い仏教
福祉理解へ 
この数年来、宗教の社会貢献ということが課題となっている。宗教学や社会学では、社
会福祉や地域社会のなかでの宗教の役割に注目し、「宗教と社会貢献」、「宗教的利他主義」、
「宗教とソーシャル・キャピタル」といったテーマで研究が進められている。同時に社会
からの宗教、特に伝統的な仏教やキリスト教は「人に対して良いことをするもの」である
という意識も高いように思われる。 
また、ここ数年宗教法人への課税に対する論議から、仏教の公益性が問題とされている。
平成 21年（2009）には、「宗教の社会貢献活動研究」プロジェクトから『社会貢献する宗
教』という書籍が発表され、島薗進は書籍の帯に「宗教は「自分勝手」であってはならな
い」とコメントしている。 
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同時に「社会貢献」という言葉に価値判断が含まれることなどへの研究者や宗教者側など
からの不信感やとまどいもある。矢野秀武はこう指摘する、「多くの方が気になるのは、「宗
教の社会貢献」という言葉の意味の曖昧さと、その言葉の持つ魅力、もしくは圧力だろう」
（3）。 
宗教は、社会貢献しなくてはならないのか、誰に貢献することが社会貢献なのか、何を
すれば社会貢献なのか、矢野が指摘するように、「社会貢献」は圧力に成りうる。しかしな
がら、このように宗教に対する社会的役割意識と期待が高まるなかで、世界的にも、「宗教
の社会貢献」と意識することなく多くの宗教者が社会的な活動に従事している。 
例えば、ベトナムの僧侶、尼僧たちは、親のいない子どもたちを育て、または高齢者の
介助をするとき、「私は、仏教者だから当たり前のことをしている」と答える。 
現在の社会不安のなかで、宗教の社会貢献に対する期待の声は大きい。古きに学べとい
う言葉があるが、仏教者の諸活動は、日本における社会事業のさきがけとの評価を受ける。
社会福祉のあり方が問われる現代において、仏教者の社会的な実践には、様々な制約があ
るが再評価されるべきだと考える。 
  
 注 
（1）戦後に関しては、長谷川匡俊編『戦後仏教社会福祉事業史年表』などのすぐれた業
績がある。 
（2）David Lundie,“‘Does RE work?’An analysis of the aims, practices and models of 
effectiveness of religious education in the UK” 
British Journal of Religious Education Vol.32,No.2(March2010) 
（3）矢野秀武、「宗教の社会貢献の手前で考える―「宗教の社会貢献」論から「宗教知識
の社会的マネジメント」論へ」。 
